チャランケ通信　第141号　2016年8月9日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元参議院議員　峰崎直樹
　夏のうだるような暑さが続く今日この頃であるが、幸い住んでいる札幌は、亜寒帯という気候帯にあるせいなのだろう、朝晩は比較的冷涼で過ごしやすい日が続く。参議院選挙も終わり、少し時間的な余裕ができたせいか、読書の方も多少捗ってきているような気がする。
『バーニー・サンダース自伝』にみる信念の政治家の姿に感動
アメリカ大統領選挙の予備選で民主党に一大旋風を巻き起こしたバーニー・サンダース候補の自伝『Outsider in the White House』(日本語の著書名は『バーニー・サンダース自伝』2016年6月大月書店刊)を読み終えた。ニューヨークのブルックリンで移民だったユダヤ人の両親のもとで生まれ、どうして無所属のアメリカ連邦上院議員(バーモント州選出)になり、民主党の大統領候補として名乗りを上げていく事になったのか、主として上院議員になる前、バーモント州選出の下院議員までを中心に述べられている。というのも、この著書は1997に出版された自伝『アメリカ下院のはぐれ者』(『0utsider in the House』)に新しく「まえがき」と「解説」を付け足して再刊されたものなのだ。
一読して、自分が1992年の参議院議員選挙に出る前に読んでおくべき本だったな、と痛感させられた。何よりも政治家として、信念を変えることなくここまで闘いつづけてこられたことへの畏敬の念を持たざるを得なかった。シカゴ大学での反戦運動から始まり、常に社会の中で虐げられてきた人たちの側に立ち続け、2大政党である共和党や民主党のエスタブリッシュメント達と一線を画し、政治家として孤立を恐れず闘い続け、独立した第3党というハンディキャップを乗り越え、大統領選挙の予備選挙に立候補するために民主党に入党し、あわや予備選挙での勝利もあり得るのではないか、という一大旋風を巻き起こすまでに至ったのだ。
サンダースの理念・政策は、若者たちに継承され続けるだろう
その、政治家としての運動の展開は、仲間の同志を結集しつつまさに一歩一歩地を這うように進められ、保守的な共和党の伝統的な地盤とされたバーモント州で、最後は70%という圧倒的な支持で以て上院議員に選出されたのだ。結果として、民主党の大統領候補になれなかったものの、サンダース氏は彼の追求してきた「社会民主主義」の旗は決して下すことなく、ヒラリー大統領になったとしても、その理念に基づく教育改革や医療改革、中低所得者に対する再分配強化による福祉政策、さらには平和を求める戦いを一瞬たりとも放棄することはないだろう。まさに、筋金入りの「社会民主主義者」なのだ。若者の支持率が極めて高いわけで、おそらく今後のアメリカの政界の中で、第2第3のサンダースが出てくるに違いない。そんな新しい潮流を作り上げたことに、頭が下がるのは自分一人だけではあるまい。アメリカ社会の大改革に向けて、今回の大統領予備選挙でサンダース陣営の果たした役割が、ますます大きくなることを強く期待したい。 
　元日銀理事、早川英男『金融政策の「誤解」』(慶應義塾大学出版会刊、2016年7月)を読む
　前号で述べた日銀の金融政策について、日銀の金融政策に深くかかわって来られた早川英男元日銀理事(現在富士通総研のエグゼクティブフェロー)による『金融政策の「誤解」”壮大な実験”の成果と限界』(2016年7月慶應義塾大学出版会刊)をざっと一読することができた。前号で紹介した岩村教授といい早川フェローといい、かつての日本銀行で金融政策に深くかかわって来られた方たちの著作が相次いで発刊され、話題を呼んでいる。おそらく、来月に予定されている日銀の金融政策決定会合で実施される、これまでの異次元金融緩和に対する評価を前にして、経済論壇でも取り上げられる一冊になるのではないかと思われる。著作全体の評価というより、直感的に感じた問題点などを指摘することにしたい。
　リフレ派に対する名指しの厳しい批判、一刻も早くQQEの転換を求め、マイナスの金利政策には評価も!
　この早川氏の著作を読んだ直感的な感想なのだが、黒田総裁の進めてきた1013年4月のマネタリーベースを2倍に増やしながら2年以内に2%のインフレターゲットという異次元金融緩和(QQE)を取ってきたことに対して、同時に副総裁になつた岩田喜久男等のリフレ派による貨幣数量説に対しては否定的に捉えられており、早くマネタリーベースの拡大という効果の無い金融政策は止めるべきだ、と名指しで批判をされている。黒田総裁(及び日銀スタッフ)への評価とは、その点で一線を画されているように感ぜられる。早川氏は、QQEという市場を驚かせた政策により、円高から円安へと転換させ、インフレについても1年間で1%台半ばまで引き上げることができた時点で、マネタリーベースの増大という効果の無い政策はやめるべきだったと総括されている。
にもかかわらず、異次元の緩和を2014年10月末に強化(国債買い入れ額の更なる拡大、略称「ハローウィン緩和」)するという間違いを犯し続けている事への批判が厳しい。
QQEは「真珠湾攻撃」、「ハローウィン緩和」は「ミッドウェー海戦」という例えで説明されるのだが…???。
その点について、第二次世界大戦の日本軍の戦いに例えられ、最初の異次元の金融緩和は真珠湾攻撃に、2014年の「ハローウィン緩和」はミッドウェー海戦と位置付けられているのだが、その例えが適切なのかどうか、やや違和感を感じた次第である。さらに言えば、今年2月から始めたマイナス金利政策については、好意的に評価されており、この点でもやや市場関係者の評価とは異なるように思われる。つまるところ、早川氏は国債の大量買入れを一刻も早く中止し、マイナスの金利政策も含めた金利を軸にした金融政策の本来の道に戻るべきことを強く主張されているようだ。背景には、出口政策への悪影響を危惧されていることは間違いないし、財政規律を失わせることも問題点として指摘されている。
　早川氏は、このQQEという政策を通じて分かったこととしてデフレが日本経済の長期低迷の原因ではなく、日本経済の潜在成長力の低下が問題なのであり、日本企業がグローバル化の下で競争とイノベーションの環境変化に対応できなかったことが最大の問題なのだと指摘されている。この点は、日本だけでなく、成長を遂げた先進国にとって共通した問題であり、先進国に追いつけ・追い越せというモデルを模倣できた時代から、独創的なイノベーションが必要な時代になったわけで、当然のことを指摘されていると言えよう。

　成長戦略の中核に『日本的雇用』の改革を強調へ、「メンバーシップ型雇用」からの脱却を提唱へ。
　そこで、アベノミクスの第三の矢である「成長戦略」が重要だと指摘されているのだが、それは良く指摘される農業分野や医療分野などの規制緩和などよりも、日本企業の中核にある民間の慣行からなる『日本的雇用』を変える必要性を強調される。つまり、働き方改革の実効ある改革の必要性の指摘である。この点については「第4章　デフレマインドとの戦い」の中で「2,『日本的雇用』とデフレマインド」に注目させられた。
ここでは浜口桂一郎労働政策研究・研修機構総括主席研究員が「メンバーシップ型」と名付けた働き方が問題視されている。「メンバーシップ型」雇用とは、「女房子供を扶養する男性正社員」を前提に仕事の中身も、働く時間も、働く場所すらも無限定に会社の指示のままにモーレツ社員として働く代わりに、新卒一括採用から定年退職までの終身雇用と、毎年定期昇給で上がっていく年功賃金制を保証された働き方である。生涯の雇用・所得の安定を求める点では従来の終身雇用と同じでも、「残業・転勤何でもあり」という無制限の人事権と表裏一体となっている問題を浜口氏が指摘した事を評価されている。

「メンバーシップ型雇用」の継続こそが、グローバル化するイノベーション競争に勝てない大きな要因と捉えている!?
このような働き方の問題点によって、労働力人口が減少する中で女性や高齢者の活躍が求められていても、メンバーシップ型雇用では限界が出てくることは必至だろう。さらに、若者にとってもこのような働き方の中では異性との出会いも少なく、少子化の弊害をもたらしているとの指摘もされている。まさに、少子高齢社会にとって、改革すべきは「メンバーシップ型雇用」のあり方なのだが、これまでそのような制度が継続してきただけに、その改革に向けた動きはなかなか企業や労働組合の同意が難しい状況があることが指摘されている。それが故に、早川氏はこのような働き方では、グローバルなイノベーション競争に太刀打ちできないわけで、根本的に改革するよう日本社会全体に求めておられる。労働組合にとっても、バブル崩壊以降、大企業といえども倒産やM&Aに巻き込まれ、安泰と思われていた雇用すら不安定になるリスクを何度も経験してきただけに、いくら有利な経済環境になったにもかかわらず、自分たちの賃上げよりも雇用安定を優先しがちになる事の問題を指摘されている。
逆「所得政策」の提唱、労働組合が賃上げに消極的な背景にも「メンバーシップ型雇用」の維持への固執があるのか!?
かくして、物価を大きく決めて行く主役としての「賃金」がこのような体たらくの下では、なかなか物価が2%の上昇になるのは難しいと見ておられ、労使の団体交渉でうまく進まないのであれば、それこそ政府が音頭を取って賃上げを進めて行くべきことを提唱される。いわゆる逆「所得政策」の提唱である。
この「所得政策」の提唱について、実は小生が体験した貴重な思い出がよみがえってくる。

かつて日本がオイルショックの下で狂乱インフレからの脱却を図る際に、労働組合が賃上げを自粛し悪性のインフレからの脱却にいち早く成功し、ジャパンアズナンバーワンと言われる経済を実現させたことがある。こんどは、デフレからの脱却に向けて企業側が未曾有の利益を上げ、時の政府も賃上げに向けて経済界の尻を叩いているにもかかわらず、自らの賃上げがまことに及び腰になっている事への批判が為されているのだ。
故千葉利雄鉄鋼労連副委員長の「経済整合性論」の効果と反省を思い出す。
　この点について、小生が初めて就職した鉄鋼労連の副委員長をされていた故千葉利雄さんから聞いた話が思い出される。それは千葉利雄さんが亡くなられる1年以上前の2008年頃だったと記憶する。1970年代半ば以降に民間の労働組合を中心に運動を展開してきた政策推進労組会議が、1975年以降の春闘での賃上げについて「経済整合性論」を展開され、狂乱インフレの下でのインフレスパイラルにならないよう賃上げを15％以下に制限してきたことは日本経済にとって大きな成果だったと認めつつ、残念なことにその「経済整合性論」が効きすぎて、賃上げをもっと高めなければならないにもかかわらず、それができない労働運動の現実を厳しく批判されていたことが思い出される。まさに、早川氏が日本の労働組合の問題点として指摘された事を、故千葉利雄氏は警鐘を乱打されていたのだ。

　鉄鋼労連時代に「職務給」導入がされるのだが、結果的に「職能給」へ、「メンバーシップ型雇用」の下では当然なのか!?
もっとも、「メンバーシップ型雇用」の弊害という点については、千葉利雄さんとは議論をすることもなかったのだが、鉄鋼労連時代に賃金問題を学んだ際、「職務給」制度がアメリカに学んだ鉄鋼資本の側から提起されたことを思いだす。「職務給」(Job Evaluation Wage)は、まさに仕事に対して支払われる賃金制度であり、その拡大が進むものと見られていたのだが、結果は職務給から職能給へと年功序列の色彩が残る物へと変質してしまったことを思いだす。その点こそ、「メンバーシップ型雇用」を残したままでは、いくら「職務=仕事」に応じた賃金に変えようとしても土台を変えなければ困難であることを物語っているのかもしれない。この困難な道をどのように変えて行けるのか、日本の労働組合だけでなく企業経営側にとっても、あるいは日本の教育も含めた大きな変革が必要なだけに、求められる道は簡単ではなさそうだ。
気になるニュー・ケインジャンという指摘、「IS-LM」分析が出るコラム欄と貨幣数量説の関係は?
今回の早川氏の著作の一部だけをつまみ食いした紹介になってしまったのだが、まだまだ問題になる点が多くある。日銀のエコノミストの人たちの依拠するニュー・ケインジアンの経済理論なるものについて、例えばヒックスの提唱した「IS-LM」分析について、早川氏の著作には直接出てこないのだが、岩村教授の著書の中にはコラム欄で出てくる。この点について、ケインズの貨幣数量説に対する批判を台無しにする間違いであったと指摘されている(例えば伊東光晴『現代に生きるケインズ』岩波新書)し、当のヒックス氏自身も晩年にはその誤りを認めたとされているのだが、そうした注釈抜きに掲載されている。さらに、年金などの社会保障問題についても、早川氏の著作の中において、残念ながら支持できない叙述も展開されている。こうした問題点などについて、今後ともしっかりと検討して行かなければならないと思う。
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